
貸 借 対 照 表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

未 成 工 事 支 出 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他

4,278,933

1,858,158

216,087

166,200

831,416

960,321

63,214

4,169

157,744

13,297

8,686

△364

11,391,518

10,270,208

730,867

21,008

199,400

3,125

116,037

9,106,384

93,384

31,798

31,645

153

1,089,511

874,527

40,164

300

1,210

4,052

3,159

△1,210

167,307

（負 債 の 部）

流 動 負 債 3,179,704

支 払 手 形 18,412

電 子 記 録 債 務 685,404

買 掛 金 281,288

短 期 借 入 金 1,300,000

未 払 金 162,606

未 払 費 用 160,005

未 払 法 人 税 等 137,539

未 払 消 費 税 等 74,710

前 受 金 174,286

預 り 金 9,544

賞 与 引 当 金 175,906

固 定 負 債 576,312

退 職 給 付 引 当 金 170,811

役員退職慰労引当金 315,819

そ の 他 89,682

負 債 合 計 3,756,016

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 11,433,882

資 本 金 2,144,134

資 本 剰 余 金 2,967,191

資 本 準 備 金 2,967,134

そ の 他 資 本 剰 余 金 57

利 益 剰 余 金 6,423,511

利 益 準 備 金 110,163

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,313,348

固定資産圧縮積立金 14,370

別 途 積 立 金 2,050,000

繰 越 利 益 剰 余 金 4,248,977

自 己 株 式 △100,954

評 価 ・ 換 算 差 額 等 480,551

その他有価証券評価差額金 480,551

純 資 産 合 計 11,914,434

資 産 合 計 15,670,451 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,670,451

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



損 益 計 算 書

（自
至

2024
2025

年
年
４
３
月
月

1
31
日
日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,815,170

売 上 原 価 5,026,108

売 上 総 利 益 1,789,062

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,603,382

営 業 利 益 185,679

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 26,219

そ の 他 営 業 外 収 益 286,903 313,122

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,744

そ の 他 営 業 外 費 用 35,588 43,333

経 常 利 益 455,468

特 別 損 失

減 損 損 失 244,922 244,922

税 引 前 当 期 純 利 益 210,545

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 135,518

法 人 税 等 調 整 額 △46,389 89,129

当 期 純 利 益 121,416

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



株主資本等変動計算書

（自
至

2024
2025

年
年
４
３
月
月

1
31
日
日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

2024 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高

2,144,134 2,967,134 57 2,967,191 110,163 15,193 2,050,000 4,213,515 6,388,872

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△822 822 -

剰 余 金 の 配 当 △86,777 △86,777

当 期 純 利 益 121,416 121,416

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - △822 - 35,461 34,639

2025 年 ３ 月 31 日
期 末 残 高

2,144,134 2,967,134 57 2,967,191 110,163 14,370 2,050,000 4,248,977 6,423,511

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差
額 等 合 計

2024 年 ４ 月 １ 日
期 首 残 高

△53,434 11,446,763 444,920 444,920 11,891,683

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

- -

剰 余 金 の 配 当 △86,777 △86,777

当 期 純 利 益 121,416 121,416

自己株式の取得 △47,520 △47,520 △47,520

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

35,631 35,631 35,631

当 期 変 動 額 合 計 △47,520 △12,881 35,631 35,631 22,750

2025 年 ３ 月 31 日
期 末 残 高

△100,954 11,433,882 480,551 480,551 11,914,434

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定額法（ただし、車両運搬具については定率法）を採用し

ております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ８年～50年

機械及び装置 ９年～17年

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度末に

負担すべき支給見込額を計上しております。



(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 製品及び商品の販売

当社は、主に粘土瓦（製品）の製造及び販売、並びにその関係部材（商品）の販売を行っており

ます。これらの販売については、顧客に製品及び商品をそれぞれ引き渡した時点で収益を認識し

ております。なお、出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

また、一部の取引について、顧客への財の提供における当社の役割が代理人に該当する取引につ

いては、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとして

おります。

② 工事契約

当社は、屋根工事等の請負工事契約を顧客と締結しています。

契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い

工事契約であることから、代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全

に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。



【会計上の見積りに関する注記】

固定資産の減損

１. 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度

有形固定資産及び無形固定資産 10,302,007千円

減損損失 244,922千円

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

事業用資産については管理会計上の事業区分を基本とし、賃貸資産及び遊休資産については

個別物件ごとにグルーピングを行っており、グルーピングごとに減損の兆候の判定を行ってお

ります。

資産グルーピングごとに、営業損益が継続してマイナスとなっているか、又は継続してマイ

ナスとなる見込みである場合、使用目的の変更等の意思決定があった場合、経営環境が著しく

悪化したかまたは悪化する見込みである場合、時価の著しい下落があった場合等には、減損の

兆候を識別しております。減損の兆候が識別された場合、当該資産又は資産グループから得ら

れる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失として計上しております。なお、回収可能価額は固定資産の正味売

却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により算定しております。当事業年度において、陶

板事業につき当初予定していた計画との乖離が発生したため減損の兆候を識別し、当該資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

なお、回収可能価額は使用価値により算定しておりますが、回収可能価額を零として評価し

ております。

(2) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

減損損失を認識するかどうかの判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシ

ュ・フローについては、取締役会で承認された事業計画を基に算定し、主要な仮定として事業

計画における売上高及び営業利益の将来予測が含まれております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響

事業計画や市場環境の変化により、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合

には、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。



繰延税金資産の回収可能性

１. 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度

繰延税金資産（純額） 3,159千円

繰延税金負債と相殺前の金額 204,141千円

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、将来減算一時差異等に対して、将来の事業計画に基づく課税所得の見積りによ

り繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

(2) 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

見積りの主要な仮定は、将来の売上高等を含む課税所得の予測であり、過去の実績や現

在の状況を踏まえた将来の事業計画を基に見積もっております。

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響

繰延税金資産の回収可能性に関する見積りは、将来の不確実な経済状況の影響を受ける

可能性があり、実際の業績が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響

を与える可能性があります。

【貸借対照表に関する注記】

１．担保資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建 物 174,024千円

機 械 及 び 装 置 86,256

土 地 1,337,238

計 1,597,518

(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,100,000千円

計 1,100,000

２．有形固定資産の減価償却累計額 11,650,108千円

３. 流動負債「前受金」のうち、契約負債の残高 16,372千円



【損益計算書に関する注記】

１. 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、個別注記表「収益認識に関する注記」に記載しており

ます。

２.減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

本社工場（愛知県半田市） 陶板壁材生産設備 建物、機械及び装置 等

当社は、事業用資産については管理会計上の事業区分を基本とし、賃貸資産及び遊休資産について

は個別物件ごとにグルーピングを行っており、グルーピングごとに減損の兆候の判定を行っており

ます。当事業年度において、陶板事業につき当初予定していた計画との乖離が発生したため減損の

兆候を識別し、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。当該資産の帳

簿価額244,922千円を減損損失として特別損失に計上しました。その内訳は、建物9,320千円、構築

物772千円、機械及び装置234,829千円、工具、器具及び備品０千円であります。

なお、回収可能価額は使用価値により算定しておりますが、回収可能価額を零として評価しており

ます。

【株主資本等変動計算書に関する注記】

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普 通 株 式 7,767,800株

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 244,916株

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

決 議 株式の種類
配 当 金 の
総 額 ( 千 円 )

１株当たり配当額
( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 15,309 2.0 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年10月15日
取 締 役 会

普通株式 71,467 9.5 2024年９月30日 2024年12月６日

計 86,777



(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決 議 予 定
株式の
種 類

配当の
原 資

配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月24日
定時株主総会

普通株式
利 益
剰余金

18,807 2.5 2025年３月31日 2025年６月25日

４．新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

該当事項はありません。



【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 53,755千円

役員退職慰労引当金 99,335

退職給付引当金 53,596

投資有価証券評価損 19,069

未払事業税 11,522

減損損失 96,539

未払費用 11,631

その他 5,315

繰延税金資産小計 350,767

評価性引当額 △146,625

繰延税金資産合計 204,141

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △194,400

固定資産圧縮積立金 △6,582

繰延税金負債合計 △200,982

繰延税金資産の純額 3,159

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立した

ことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われること

になりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税

金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.56％から31.45％に変更し計算しておりま

す。

この変更による影響は軽微であります。

【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、主に屋根材の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀

行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運

転資金を銀行借入により調達しております。

なお、当社はデリバティブ取引を一切行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、当社の与信管理に係る規定に従い、取引先ごとの期日及び残高管理を行う

とともに財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。



投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場価

格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体（取引先企

業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。

営業債務である支払手形、電子記録債務、買掛金、未払金及び未払費用は、すべてが１年以内の

支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであり、長期借入金

は主に設備投資に係る資金調達を目的としたものです。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに

晒されております。

また、営業債務である支払手形、電子記録債務、買掛金、未払金及び未払費用、並びに借入金

は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

（１）投 資 有 価 証 券

その他有価証券（注２） 834,501 834,501 -

資 産 計 834,501 834,501 -

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資 産

現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形、電子記録債務、買掛金、短期借入

金、未払金、未払費用については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、記載を省略しております。

（１）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（注２）市場価格のない株式等

非上場株式（貸借対照表計上額 40,026千円）は、「資産（１）投資有価証券」には含めておりま

せん。



３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。

①時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 834,501 - - 834,501

資産計 834,501 - - 834,501

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

投資有価証券は全て上場株式であり、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な

市場で取引されているため、その時価をレベル1の時価に分類しております。

【関連当事者との取引に関する注記】

特に記載すべき事項はありません。

【収益認識に関する注記】

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当事業年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

（単位：千円）

売上高

製品 6,103,874

商品 441,101

工事売上 270,195

顧客との契約から生じる収益 6,815,170

その他の収益 -

外部顧客への売上高 6,815,170



２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報につきましては、【重要な会計

方針に係る事項に関する注記】４．重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の

金額及び時期に関する情報

(1) 契約負債の残高等

顧客との契約から生じた契約負債の残高は以下のとおりです。

（単位：千円）

当事業年度

（2025年３月31日）

期首残高 期末残高

契約負債 10,078 16,372

（注）１．契約負債は貸借対照表上流動負債「前受金」に計上しております。

２．契約負債は主に屋根工事において顧客から受け取る着手金及び海外売上に係る前受金とな

ります。

３．当事業年度の契約負債期首残高は、すべて当事業年度の収益として認識されています。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社においては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に

関する情報の記載を省略しております。

なお、顧客との契約から受け取る対価の額に、取引価格に含まれていない重要な変動対価の額

等はありません。

【１株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額 1,583円 76銭

１株当たり当期純利益 16円 01銭

【重要な後発事象に関する注記】

【固定資産の譲渡】

１．譲渡の理由

経営資源の最適化の観点から、当社の保有する固定資産（土地）の譲渡を決定しました。

なお、本件実施による、当社生産能力への影響はございません。



２．譲渡資産の内容

資産の内容・所在地 譲渡益 現況

土地：約25,872 ㎡

愛知県知多郡阿久比町大字矢高字西の台３番地 の一

部分（阿久比工場敷地内 出荷ヤード未使用部分）

約260百万円

更地

事業用としては未

使用

※ 譲渡価額及び帳簿価額については譲渡先のご意向により公表を控えさせていただきます。

譲渡益は、譲渡価額から帳簿価額及び譲渡関連諸費用等を控除した金額です。

３．譲渡先の概要

譲渡先は国内法人ですが、譲渡先のご意向により詳細の公表は控えさせていただきます。当

社と当該譲渡先との間には資本関係、人的関係、取引関係及び関連当事者として特記すべき事

項はありません。

４．譲渡の日程

（１）取締役会決議日 2024年 11月 12日

（２）契約締結日 2024年 11月 12日

（３）物件引渡日 2025年７月末（予定）


